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バブル崩壊までの日本の銀行の収益力分析
松村勝弘
1. 本稿の課題
アメリカの銀行と比べて日本の銀行は収益力が低いといわれている。そ
してその収益力強化が課題となっているという（銀行経営研究会〔2002〕，
田邊他〔2002〕）。いったい日本の銀行の収益力は如何ほどなのであろうか。
もう一つ， 日本の銀行で不良債権処理が大きな論点になっているのは周知
のところである。ところが，バランスシートにばかり目が行っていて一一
たしかに重要ではあるのだが一ー，その処理をしたあとの持続可能性如何
があまり問題にされていないように見受けられる。本稿は，都市銀行の収
益力が果たしてどれほどであるのかを，紙幅の都合もあるので， とりあえ
ずバブル崩壊まで， とりわけ安定成長期以後 (1975年から1990年にかけて）
の数値で各行別に実証的に分析しようとするものである。
結論を先取りすれば，都銀各行はこの間収益力を高めたのであるが，銀
行間の格差は拡大した。収益力に劣る下位行はバブル崩壊後の不良債権処
理で上位行以上に苦しむことになり，その存立すら危うくなった。バブル
崩壊以後の分析については別稿（松村〔2003〕）を用意している。
なお，あらかじめ銀行の収益構造がどうなっているのかを概観してお
く。銀行は預金を受け入れこれに金利を支払い， この受け入れた資金を融
資してあるいは有価証券投資を行って受取利息ないし配当金を受け取る。
貸出金利と預金金利との差額，利鞘が収益源であり，広く有価証券からの
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利息配当金なども考慮に入れた総資金利鞘が収益の柱である (1980年代都
銀10行ー図表 2注 1参照ーの資金運用収益が経常収益に占める割合は90%で
あった）。そのほか手数料収入など役務取引等収益（同2.8%), デリバティ
ブの収益など特定取引収益 (1980年代にはこの区分なし），国債等債券売却
益などその他業務収益（同4.2%), 持合い株の売却益などその他の経常収
益（同2.9%) も収益源である。もちろんこれら収益を上げるには営業経費
（同12.7%)がかかる。なお，営業経費などを考慮しない業務粗利益））に占
める資金利益の割合は76.7%, 役務取引等利益11.9%, その他の業務利益
11.4%であった。
そしてその収益の元となる資産運用は， 1980年代平均（都銀10行の1981
年3月決算から1990年3月決算期の平均）の構成比でみると，貸出金合計
51.3%, 現金預け金20.8%, 有価証券10.1%などとなっていた。
2. 規制の時代から金融自由化の時代にかけての
銀行の収益力分析
(1)規制から自由化へ
戦後の金融行政は，金利規制，業務分野規制，内外市場分断規制で，い
わゆる「護送船団行政」が進められてきた。高度成長期の日本企業は旺盛
な資金需要を内部資金では賄いきれず，外部資金によったのであるが，証
券市場の未発達からとりわけ銀行借入に依存した。家計も金融資産選択に
1)業務粗利益とは，業務純益十一般貸倒引当金＋債券費＋経費のことであるが． こ
こでは資金運用収益ー資金調達費用＝資金利益．役務取引等収益ー役務取引等費用
＝役務取引等利益．その他業務収益ーその他業務費用＝その他業務利益， とし， こ
れらを合計して業務粗利益を算出している。なお．業務純益とは「経常収益を業務
収益と臨時収益に．また経常費用を業務費用と臨時費用に分類したうえ，業務収益
と業務費用の差し引きにより算出される。ただし．金銭の信託運用損益が臨時損益
に分類されるため．金銭の｛言託取得に係る資金調達費用である『金銭の信託運用見
合費用』は業務費用から控除される。」（銀行経理問題研究会〔2001)693頁）
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際し金融資産の蓄積の低さや証券市場での規制のため，銀行預金に向かわ
ざるを得なかった。しかも，業態間競争の制限もあって，銀行は安定的に
利益を獲得することが出来た。しかし， 1970年代後半から金融システムは
自由化に向け変化を見せ始めた。
(2)アンバランスな規制緩和による不動産融資の拡大
とはいえ，自由化の速度は遅く，アンバランスだった。大企業は内部資
金も潤沢になり，証券市場の自由化もあって，銀行への依存度を急速に低
めた。他方で，資産選択に関する規制の緩和は徐々にしか進まず，かつ業
務分野規制の緩和もきわめてゆっくり進められた。そこで，資金は銀行に
集中するが，銀行はこれを柔軟適切に運用できなかった。
このあたりの事情について，岡崎・星〔2002〕は次のように要約してい
る。「1980年代初頭の銀行の経営戦略は，不動産融資に走ることではな
< 2)' ユニバーサル・バンキングを目指すことであった。しかし，業際規
制の緩和が迅速に進まなかったため，各行ともユニバーサル・バンキング
戦略はあきらめざるを得なかった。この時点でニッチ戦略などを採る可能
性もあったわけだが，強い横並び意識とそれを助長する政策当局の指導の
下では，他行に規模で立ち遅れることを意味するニッチ戦略を採ることは
できなかった。 70年代末から始まり，ユニバーサル・バンキング戦略の下
でさらに進められた組織の分権化は，不動産融資の急拡大に貢献すること
になった。」 (355頁）
(3)「銀行冬の時代」を振り返る
1970年代末から銀行経営は変わらざるを得ないことは，広く認識されて
おり，現にその収益戦略も変えざるを得ない実態にあった。規制金利の下
2)村山嘉彦立命館大学教授によれば，大企業の借入金依存度低下のため銀行は中小
企業への融資を積極化させざるを得なかったが，それに伴って結果的に不動産融資
が増加せざるを得なかったといわれている。
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では，銀行は安定的に利鞘が稼げたので，資金量を増やすことによって利
益を増やそうとした（楠本〔1982〕）。図表1は，かつて規制金利に守られ
て利鞘が安定的に確保できたけれども， 1970年代後半からそれも望めなく
なったことが分かる。しかも， 1970年代末から大企業が借入金削減策を打
ち出し，大企業を基盤とする都市銀行や長期信用銀行に打撃を与えた。大
企業向け融資割合の少ない地方銀行の場合は， 1985年と87年を除き預貸金
利鞘はプラスであった。日経ビジネスは1978年と1981年に，『銀行の憂鬱』
『銀行一冬の時代』という 2冊の本を出している。後者の帯には「マイナ
スに転じた利ザヤ。郵貯と証券のはさみ撃ち。ついに護送船団から大量の
落ちこぼれが…。激烈な生存競争に生き残る条件は？」というショッキン
グなことばが並んでいる。たしかに，図表2は，都銀10行の経常収益に占
める貸出金利息の割合を表しているが， 1970年代後半にその比率が急速に
落ち込んでいることが分かる。銀行はその経営を維持するために，これを
別の収益源によらざるを得ないと考えたのであろう。図表3から分かるよ
うに，資金運用収益そのものへの依存度も低下させていたのである。そこ
で，図表4から分かるように，役務収益比率を上げる努力がなされた。
1970年代後半その比率は上昇したものの， 1980年代に入ってそれも一頓挫
した。
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図表1 全国銀行の利鞘の推移
63 65 67 69 71 73 75 77 79 81 83 85 87 
年度
|—←預貸金利鞘—＿口—-総資金利鞘 I
（注1)1980年度までの数値は上期と下期の数値を単純平均したものである。
（注2)全国銀行協会『全国銀行財務諸表分析』各年度版による。
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図表2 貸出金利息／経常収益
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（注1)都銀10行（一勧，三井，富士，三菱，協和，三和．住友，大和，東海，北拓）の合計数値。
（注2) 日経FAMEデータより作成。
図表3 資金運用収益の内訳
76-80年度 81-85年度 86-90年度
経常収益合計 100.0% 100.0% 100.0% 
資金運用収益 91.5% 93.6% 87.3% 
貸出金利息 63.1% 53.8% 52.7% 
コールローン利息 1.8% 5.0% 3.1% 
買入手形利息 0.0% 0.0% 0.0% 
有価証券利息配当金 13.4% 10.2% 9.2% 
預け金利息 5.6% 18.8% 17.3% 
金利スワップ受入利息 0.0% 0.0% 1.0% 
その他の受入利息 7.5% 5.8% 4.1% 
（注）図表 2に同じ。
図表4 都銀10行の役務収益比率
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（注）図表2に同じ。
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(4)銀行の収益安定性向上
銀行はあらゆる収益源を活用して，収益の安定を図らなければならな
かった。かつて楠本〔1982〕は，収益安定性の指標として，損益分岐点を
どれほど安定的に超えているかを表す次のような計算式を案出した。
収益安定性＝付加価値／固定費
が，それである。また，
付加価値＝業務純益＋固定費
固定費＝人件費＋物件費＋租税公課
である3)。したがって，収益安定性は高ければ高いほど，それだけ損益分
岐点を大きく上回っていることを表しており，収益性が高いといえる。図
表5は，都市銀行10行の74年度から88年度までの15年間の収益安定性を表
09876543210 21 
図表5 都銀10行の収益安定性推移
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（注）図表2に同じ。
3)楠本〔1982〕は．当時の銀行法で預金受入・貸出業務・為替業務のみを銀行本来
の主要業務であると規定されていた当時の付加価値を計算し． さらに．有価証券業
務や借入業務も銀行業務であるとの考えのもとに．新付加価値という概念を考え，
これは「営業純益十人件費＋物件費＋公租公課」であるとしている。ここでの営業
純益は今日通常「業務純益」とされているものとほぼ同じである。そこでここで
は．楠本が「新付加価値」としているものを単に「付加価値」と呼んで． これをも
とに収益安定性も計算した。なお，貸出金償却および貸倒引当金繰入額は営業費用
と考えるべきであるが．ここでは．最近の巨額の不良債権問題を別途考慮すべきだ
と考え．最近の数値と過去の数値との比較に一貫性を保たせるため．それを除外し
て計算した。
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している。不況の1979年度が底である。とはいえ，全般的に安定的に推移
していたが， 80年代後半，バブル期の高収益のため一段と収益安定性が高
まっている。ちなみに1989年度の都長信銀平均の収益安定性は162.3であ
り，地銀•第二地銀平均のそれは141.1であった（日本銀行 HP 「全国銀行の
決算状況（平成13年度決算）」より計算）。この間銀行は合理化努力を怠って
いない。図表6から分かるように，付加価値に占める営業経費の割合は70
年代後半から80年代後半にかけて， 73.9%から61.9%へと低下し，かつ，
営業経費に占める人件費の割合も， 55.5%から45.9%へと低下している。
情報システム等機械化のための物件費の割合は， 33.2%から44.8%へと高
まっている4)。 1店舗当たり従業員の数も70年代後半70人， 80年代前半56
人， 80年代後半43人と減少し，従業員 1人当たり総資本は，それぞれ6.6
億円， 14.2億円， 28.7億円と大幅に増えている。そこで，従業員 1人当た
り付加価値も， 1,160万円， 1,930万円， 2,910万円と増え，銀行の効率化は
進んでいる。
周知のように，この間，自由化がアンバランスに進んだために，都市銀
行はユニバーサル・バンク化することができず，むしろ，旧来型の融資業
図表6 営業経費の内訳
（単位：人，百万円）
76-80年度 81-85年度 86-90年度
対付加価値営業経費 73.9% 65.8% 61.9% 
営業経費 100.0% 100.0% 100.0% 
人件費 55.5% 51.8% 45.9% 
物件費 33.2% 37.4% 44.8% 
税金 6.9% 10.3% 9.4% 
1店舗当たり従業員 70 56 43 
1人当たり総資本 669 1,421 2,868 
従業員 1人当たり付加価値 11.6 19.3 29.1 
（注）図表2に同じ。
4)なお，都銀10行の物件費のなかには福利厚生費が含まれている。物件費に占める
福利厚生費の割合は， 1976-80年度平均17.2%,81-85年度16.6%,86-90年度12.6%
であった。
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務 とりわけ大企業向け融資の減少を補うために中小企業融資に向かっ
た。その結果不動産担保融資に傾斜して行き，これが不良債権化したこ
とを分析した文献は限りなくあるので， この点に関してはここでは省略す
る。
3. 都銀各行の収益力分析
これまでの分析では，都銀を平均的に見てきた。しかし，実際は銀行毎
にその行動様式は異なっている。よりリスクをとって積極的に行動し，高
収益をあげる銀行と，低位ではあるが安定した収益で満足する銀行とがあ
る。規制金利の下であれば，低位安定収益で満足していても，「護送船団
行政」で守られているかぎり，その存続を心配する必要はない。事実， 80
年代までは収益性が低くても，経営は安定していた。
(1)各行の経営改善努力
この間各銀行がどのように経営合理化，収益力の向上を図ったのか
は，次の図表7でわかる。都銀各行は付加価値に占める営業経費の割合を
低め合理化を進めた。 1970年代後半営業経費率がすでに都銀中最低であっ
た住友銀行では，さらに合理化を進め， 80年代後半にかけての改善率，す
なわち86-90年度の比率は76-80年度平均の比率の80.2%であった。その結
果，付加価値に占める営業経費の割合は，都銀中ダントツの53.4%にまで
低めた。この改善率でも都銀中三和に次いで 2位であった。 76-80年度
72.6%と都銀中 4位であった三和はこの間もっとも改善をし， 86-90年度
には住友に次いで2位の55.6%にまで低下させた。 80年代後半になっても，
北拓，東海，三井は，その比率を低めたとはいえ，それぞれ75%,
74.2%, 71.3%と70%台であった。住友はまた，営業経費に占める人件費
の割合でも，富士に次いで低く， 80年代後半のその比率は42.2%であっ
た鸞改善率も富士に次いで良い。
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他方，機械化をはじめとする物件費の営業経費に占める割合は， 80年代
後半の数値で見ると，富士，三菱，住友の順に高い。改善率は富士，住友
の順である。 1店舗当たり従業員の数は，店舗の規模も違いがあるので，
図表7 各銀行の経営努力
年度 I一勧 I三井 I富士 I三菱 I協和 I三和 I住友 I大和 I東海 I北拓 I平均
営業経費／付加価値
76-80 78.7% 75.2% 71.2% 70.9% 79.8% 72.6% 66.5% 76.7% 77.0% 77.6% 73.9% 
81-85 70.1% 68.5% 60.7% 62.7% 75.3% 62.2% 57.4% 75.1% 69.2% 74.8% 65.8% 
86-90 64.4% 71.3% 59.7% 57.2% 66.5% 55.6% 53.4% 66.6% 74.2% 75.0% 61.9% 
改善率 81.9% 94.8% 83.8% 80.6% 83.4% 76.6% 80.2% 86.9% 96.4% 96.7% 83.7% 
人件費／営業経費
76-80 54.3% 58.4% 53.9% 50.7% 61.2% 54.8% 53.8% 61.0% 56.3% 57.9% 55.5% 
81-85 49.7% 55.6% 47.1% 47.7% 59.2% 52.5% 46.0% 57.6% 58.1% 55.5% 51.8% 
86-90 44.2% 49.1% 40.4% 41.9% 51.5% 45.9% 42.2% 53.7% 51.8% 50.6% 45.9% 
改善率 81.4% 84.1% 74.9% 82.6% 84.1% 83.7% 78.5% 88.0% 92.0% 87.4% 82.7% 
物件費／営業経費
76-80 39.4% 35.1% 29.8% 33.2% 33.2% 30.2% 30.5% 32.8% 31.0% 35.8% 33.2% 
81-85 40.8% 35.4% 39.3% 39.9% 32.4% 36.3% 39.3% 34.9% 32.6% 36.3% 37.4% 
86-90 46.4% 42.1 % 49.4% 48.3% 40.6% 4.1 % 47.5% 38.4% 39.4% 42.0% 44.8% 
改善率 117.7% 120.0% 165.5% 145.6% 122.4% 146.1 % 155.4% 117.2% 127.1 % 117.2% 134.7% 
1店舗当たり従業員（人）
76-80 74 73 79 85 51 75 80 68 68 41 70 
81-85 62 5 62 65 43 60 61 53 54 36 56 
86-90 49 42 46 49 34 45 43 42 40 30 43 
改善率 66.1% 57.5% 58.7% 57.1% 67.0% 60.5% 53.9% 60.7% 58.4% 73.7% 60.9% 
1店舗当たり総資本（億円）
76-80 470 545 568 618 255 536 617 330 418 224 464 
81-85 834 866 1,005 1,061 382 904 1,061 492 671 362 783 
86-90 1,407 1,140 1,547 1,671 613 1,521 1,349 703 1,135 495 1,212 
改善率 299.0% 209.2% 272.6% 270.6% 240.0% 283.6% 218.6% 213.0% 271.4% 221.4% 261.0% 
従業員 1人当たり付加価値（百万円）
76-80 1.4 12.2 12.2 12.5 9.4 12.0 12.7 1.0 10.8 10.9 1.6 
81-85 18.2 19.3 2.4 21.1 14.0 20.1 23.8 16.5 17.1 15.8 19.3 
86-90 28.0 27.4 32,9 3.5 23.8 3.0 32.9 23.9 25.7 20.6 29.1 
改善率 245.7% 224.9% 269.9% 267.7% 253.7% 274.8% 259.7% 216.7% 236.9% 190.0% 250.1 % 
（注）図表2に同じ。
5)福利厚生費は物件費に含まれているが，物件費に占める福利厚生費の割合を各行
別に見ると， 1970-90年度平均で，東海19.8%, 住友19.3%, 一勧18.8%, 富士
17.7%, 三菱15.8%,三和12.8%, 三井11.4%,北拓7.8%,大和4.6%,協和2.8%の
順となっていた。
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その改善率で見ると，やはり，住友が断然その数を減らしている。 1店舗
当たり総資本では，一勧がトップであるが， これが収益に貢献するものか
どうかはわからない。そこで従業員 1人あたりの付加価値で経営が効率的
かどうかを見てみると，ここでも，三菱，三和，住友，富士が高い。改善
率で見ると，三和，富士，三菱，住友の順である。
このような効率は国際的に見ても極めて高いものであった。日本銀行
『日本経済を中心とする国際比較統計』によって， 1989年の経費率（経費
／総資産）や人件費率（人件費／総資産）を比べてみると，日本の銀行 (155
行）はそれぞれ0.86%, 0.38%であったのに対し，アメリカ (12,323行）の
それは3.37%, 1.55%, ドイツ (319行）のそれは2.00%, 1.27%であった。
なお1989年度の総資産経費率は都長信銀 (13行） 0.54%, 地銀• 第二地銀
(116行） 1.14%であったから，都長信銀の効率はさらによかったことがわ
かる（前掲「全国銀行の決算状況（平成13年度決算）」より計算）。そして今日
に至るもその大きな傾向は変わっていない。
(2)各行の収益安定性のばらつき
これらを総合的に見るために，収益安定性を見てみたい。都銀各行のバ
ブル以前1985年度までの収益安定性を表す図表 8では大変興味深いことが
わかる。都銀全体の収益安定性は1980年代に入って上昇しているが，これ
を先導しているのが住友銀行であるということである。 1979年 7月，住友
銀行は磯田頭取の「向こう傷は問わない」という宣言の下，それまでの機
能別組織から市場別組織（いわゆる総本部制）へ組織改革を行って，積極
図表8 都銀各行の1974-85年度の収益安定性
年度 一勧 三井 富士 三菱 協和 三和 住友 大和 東海 北拓 平均
平 均 135.1 139.6 151.6 149.7 130.5 149.7 160.1 133.1 136.7 131.6 143.4 
標準偏差 10.17 9.26 14.80 11.80 7.91 14.44 16.01 7.63 10.20 6.15 10.51 
分 散 103.3 85.8 218.9 139.2 62.6 208.6 256.4 58.2 104.0 37.8 110.5 
最 小 120.7 121.8 122.1 127.5 116.7 125.6 135.9 117.9 115.1 121.1 123.7 
最 大 152.8 157.8 174.4 168.1 143.6 172.3 185.8 143.7 150.0 139.7 158.0 
（注）図表2に同じ。
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策にうって出た。その成果が現れ，高収益路線をひた走ったのである。も
ちろんこれがその後問題になる。住友銀行の収益安定性の数値をみるとそ
の標準偏差，分散は大きく，まさにリスクを取って高収益をあげていると
言えそうである。平均的にも収益安定性は， 160.1と高いのである。収益
安定性150前後に，富士，三菱，三和の各行が続いている。それ以外の銀
行は，すべて140以下である。都銀最低は収益安定性130.5の協和銀行であ
る。ほとんど並んで，北海道拓殖銀行は131.6である。北拓の問題は1985
年度になってもまだ134.2と低いことである。標準偏差も6.15, 分散も37.8
と，最低で， きわめて安定的に推移しているといえる。しかしそれは，低
位安定と言うべきである。まさに，「護送船団行政」の下であればこそ，
生き残れていたのである。
バブル以後1990年度までの収益安定性をとってみても，大きくは変わら
ない。図表 9はバブル期たる1986-90年度の各年度の収益安定性をも考慮
に入れた1974-90年度の平均，標準偏差，分散などの数値を表している。
やはり，平均的に見ても，住友が168.3とダントツであり，以下，三和
159.1, 三菱157.9, 富士156.9の順である。三井，一勧が140台で続き，下
位行は130台である。また分散は三和，三菱，住友の順である。これらが
リスクをとって，高収益をあげていたといえそうである。そしてやはり下
位行は低位安定である。
図表9 都銀各行の1974-90年度の収益安定性
年度 一勧 三井 富士 三菱 協和 三和 住友 大和 東海 北拓 平均
平 均 141.7 142.3 156.9 157.9 136.4 159.1 168.3 138.5 137.8 132.3 149.3 
標準偏差 17.23 22.45 18.32 20.81 11.71 21.79 19.27 13.27 17.93 6.82 16.14 
分 散 296.9 503.8 335.7 433.1 137.2 474.7 371.4 176.0 321.5 46.5 260.4 
最 小 120.7 109,3 122.1 127.5 116.7 125.6 135.9 117.9 99.3 120.6 123.7 
最 大 189.2 200.9 200.0 212.4 154.9 212.1 202.9 166.7 180.8 140.6 192.4 
（注）圏表2に同じ。
(3)コア業務純益から収益の安定性を見る
ただここで，収益安定性の基礎数値となる付加価値は業務純益プラス営
業経費をとっている。日本銀行は毎年「全国銀行の決算について」レポー
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トを作成公表しているが，そこで業務純益と並んで，あるいはそれ以上に
重視している数値に，コア業務純益という数値がある。これは業務純益か
ら有価証券関連の損益を排除したものである。すなわち，
コア業務純益＝業務純益一債券5勘定尻ー一般貸倒引当金純繰入ー信託
勘定償却
債券5勘定尻＝国債等債券売却益＋同償還益ー同売却損ー同償還損ー同
償却
である。周知のように国債等債券の売却益を利用した決算操作が行われる
ことがある。これを排除する意味からもコア業務純益を業績指標と考える
ことは意味のあることである。だから先ほどの収益安定性を考える際，コ
ア業務純益を基礎に考える必要があるかもしれない。図表10は，付加価値
に占めるコア業務純益の割合を表している。信託業務を兼営している大和
銀行を除けば，その比率が最も高いのは，住友銀行である。 80年代後半の
その比率は48.2%である。以下，三和銀行が42.9%で続いている。これを
も考慮に入れると，先ほどの収益安定性上位行のなかで，やはり，住友が
ダントツであり，三和がこれに続いていると考えるのが良さそうである。
ここでの改善率は銀行間でばらつきが大きい。北拓では改善がほとんど見
られず，三井・富士などの改善率は小さい。先ほどの，従業員 1人当たり
付加価値も， コア業務純益ベース（つまり，付加価値＝コア業務純益＋営業
経費とする）で計算すると，図表11のようになる。
1976-80年度平均トップ住友の1,340万円から最下位協和の900万円まで
440万円の格差がある。 86-90年度平均となるとやはり3,330万円と住友が
図表10 各銀行のコア業務純益／付加価値
改呈ご言LI琴菩］計争ド喜匡匡予匡匡翌里匡望匡匡亘匡匡閂匡I与弄I苔菩I号菩
（注）図表2に同じ。
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図表11 従業員 1人当たり付加（コ価ア値業務純益ベー ス，百万円）
年度 一勧 三井 富士 三菱 協和 三和 住友 大和 東海 北拓 平均
76-80 11.6 12.5 12.8 12.6 9.0 12.3 13.4 13.0 11.0 10.9 11.8 
81-85 17.2 17.7 20.5 20.2 13.0 18.6 22.5 18.4 15.9 14.5 17.9 
86-90 27.7 26.2 32.3 31.3 23.0 32.2 33.3 31.3 26.6 20.0 28.7 
改善率（倍） 2.40 2.10 2.53 2.49 2.57 2.62 2.49 2.40 2.42 1.84 2.43 
（注）図表2に同じ。
トップとなっている。最下位は北拓の2,000万円で，その差1,330万円と
なっており，改善率からわかるように， ここでも格差が開いている。この
時代の経営改善努力がバブル崩壊後の銀行生き残りの成否を決定づけたで
あろう。バブル崩壊後の銀行収益力の分析は別稿（松村〔2003〕）に譲りた
し％
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